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平成２３年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 円 高 対 策 緊 急 支 援 事 業 費

予 算 額 ６９２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

円高の影響を受ける中小企業の生産コストダウンや顧客開拓及び海外

観光客の誘客に向けた緊急的な取組を支援

２ 事業内容

（１）中小企業円高緊急対策事業費

円高の影響を受ける中小企業の生産コストダウンや顧客開拓の

取組を支援

事 業 内 容 ①中小企業ものづくり革新支援事業

②販売戦略緊急支援事業

目 的 ③生産体制強化緊急支援事業

対 象

方 法 等

（２）京都企業海外流出防止緊急対策事業費

円高等の厳しい経済情勢の中、府内に施設・設備整備等を行う

立地企業を支援

（３）第２次京都観光緊急回復対策事業費

秋冬に向けた外国人観光客の誘客活動に対する活動を支援

ものづくり振興課 応援条例担当 075-414-4851

担当課・担当名 企業立地推進課 企業誘致担当 課･担当電話番号 075-414-4848

観 光 課 企画担当 075-414-4841

商工労働観光－１



平成２３年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業円高緊急対策事業費

予 算 額 ３６２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

急激な円高の進行により、厳しい経営環境にある中小企業の経営の安

定・発展を図るため、中小企業応援隊に「円高特別対策チーム」を結成

するとともに、コスト削減や新たな市場開拓など中小企業の課題に応じ

たきめ細やかな支援を実施

２ 事業内容

（１）中小企業ものづくり革新支援事業

生産工程の抜本的見直し等の課題を抱える中小企業に対し、集中

的に専門家派遣を行い、コスト削減の取組を支援

事 業 内 容 （２）販売戦略緊急支援事業

海外企業と競合する中小企業の新たな取引先や新規需要の開拓のた

目 的 めの取組を支援

対 象 支援対象

方 法 等 ・新たに海外に製品を売り込む取組

・競合する輸入品とのの競争につながる取組

（３）生産体制強化緊急支援事業

生産改革によるコスト削減や海外製品との競争力強化を図るため

に、中小企業が行う設備投資を支援

対 象 経 費 円高対策につながる設備投資費用

(1)輸出依存度が２５％以上の府内中小企業

(2)輸出依存度が２５％以上の企業に部品等を納

対 象 企 業 品している府内中小企業

※今期もしくは次期の営業利益が過去３期分の

平均に比べて伸びないと見込まれる企業

補 助 額 等 設備投資額の１５％以内 かつ

１事業所あたり １００万円以上 ２億円以下

担当課・担当名 ものづくり振興課 応援条例担当 課･担当電話番号 075-414-4851

商工労働観光－１－１



平成２３年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京 都 企 業 海 外 流 出 防 止 緊 急 対 策 事 業 費

予 算 額 ３００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

長引く円高や東日本大震災の影響で厳しい経済情勢の中、産業集積や

雇用の安定・創出を促進し、府内産業の空洞化を防止するため、府内に

工場や設備整備等を行う立地企業を支援

２ 事業内容

事 業 内 容

対象地域 中北部･木津川右岸地域 京都市周辺 学 研 都 市 地 域 京 都 市

目 的

対 象 対象業種 製造業、情報関連産業等 ＩＴ、ゲノム関連等先端産業

方 法 等

限度額 ２．３～２０億円 ２～８億円 １～４億円

必要要件 ・用地面積 ０．３ｈａ以上

(工場の場合) ・投下固定資産額等 ３億円以上（京都市は必須） 又は、

地元雇用数 １０人以上

※輸出関連産業にあっては、交付限度額１．５倍

担当課・担当名 企業立地推進課 企業誘致担当 課･担当電話番号 075-414-4848

商工労働観光－１－２



平成２３年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 第２次京都観光緊急回復対策事業費

予 算 額 ３０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

急激な円高により外国人観光客が減少し、観光業界が影響を受けてい

る中で、秋からの外国人観光客を積極的に誘客するため、京都府内の観

光関連団体が行う事業を支援

２ 事業内容

（１）対象事業

事 業 内 容 ①海外誘客促進事業

・マスメディア等を活用した観光ＰＲ 等

目 的

対 象 ②海外観光客消費拡大事業

方 法 等 ・クレジットカード決済システムの導入 等

③海外観光客リピーター確保事業

・外国人観光客向け特典の設定 等

（２）補 助 率

対象経費の３／４以内 上限：１，５００千円以内

担当課・担当名 観 光 課 企画担当 課･担当電話番号 075-414-4841

商工労働観光－１－３



平成２３年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業エコ設備投資支援事業費

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

省エネ・節電につながる生産設備の増強等の設備投資に取り組もうとする中小

企業を支援することにより、節電対策を推進

２ 事業内容

事 業 内 容

補助対象者 府内に事業所を有する中小企業

目 的

対 象 補 助 対 象
節電対策につながる生産用機械に係る投資費用

方 法 等 経 費

補 助 要 件
(1)導入前の機械と比較して１５％以上の電力消費低減

が見込めるもの

(2)平成２４年１月末までに設備投資が完了するもの

補 助 額 等 設備投資額の１５％以内 かつ

１事業所あたり １００万円以上 ５，０００万円以下

担当課・担当名 ものづくり振興課 応援条例担当 課･担当電話番号 075-414-4851

商工労働観光－２



平成２３年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 緊急雇用対策事業費（大学生就職緊急支援事業費）

予 算 額
３，０００千円

新規・継続の別 新 規
（他に債務負担行為105,000千円）

１ 趣 旨

依然として厳しい雇用失業情勢が続く中、来春卒業の大学生の未就職

予防を図るため、府内中小企業での短期研修等から定着支援までを切れ

目なく実施

２ 事業内容

事 業 内 容 （１）就職支援機能の強化

府内中小企業での職場体験や実地研修等、京都ジョブパークの就職

目 的 支援機能を強化することにより、学生の求職から就職までを一貫支援

対 象

方 法 等 （２）就職定着支援の実施（債務負担行為）

実地研修等を行った中小企業に、正規雇用を前提に試用期間（３ヶ月）の

人件費等を支援

対 象
実地研修等参加の大学生（１００名程度）を受け

入れた中小企業

支 援 期 間 ３ヶ月以内

担当課・担当名
総合就業支援室 京都ジョブパーク担当

課･担当電話番号
075-682-8913

緊急経済・雇用対策課 075-414-4871

商工労働観光－３


